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Regional economic integration and politico-economic cooperation activities in the Asia-Pacific
region have gained momentum over the last few years, The formation of regional growth triangles
and the signing of FTAs/EPAs among countries m Asia are seen as crucial measures and important
steps toward sustainable economic growth in the Asia-Pacific Region. From a micro-economic
viewpoint, the Chengmai Initiatives, the ASEAN Currency Swap Agreement and the Asian Bonds are
seen as steps toward strengthening economic/鮎Iancial cooperation among the Asian countries.
These movements may ultimately lead to the formation of the AMF. The AMF wm then deBnitely
promote financial and economic cooperation among the Asian countries.
The momentum of creating the East Asian Economic Community or the Asian Economic
Community in the Asia-Pacはc Region is likely to continue unabated in the years to come. During this
process, Japan and China will play an indispensable and increasingly important role, while the
existence of Korea and India cannot be overlooked. ASEANIO as a group will certainly play a core
and collective role throughout this development. As a non-member of Asia, the USA will continue to








で開催された｢関税と貿易に関する一般協定(GATT, General Agreement on Tariffs and Trade)｣の
会議が決裂した後,当時のマレーシアのマ-ティール首相が｢東アジア経済共同体｣ (EAEC,EastAsian
















ここ2年間は,一方では, EU (欧州連合)とNAFTA (北米自由貿易協定)の経済貿易協力が一層強
まり,他方では, 1997年のアジア金融危機により,アジア諸国はこの地域における金融と経済貿易協力






























































































































































































































































































3. ASEAN⇔インドは2003年のデータであり,出所はASEAN TRADE DATA (http://202.154.12.33/
trade/publicview.asp),但しFigures cover only Brunei Darussalam, Cambodia, Indonesia, Malaysia,








ものである｡現在, CAFTA, JAFTA, KAFTAなどの事前準備が進められているところであり,これ
らは相互補完もし,相互排除もする｡つまり協力もし,競争もするということである｡この過程では主
導権争いや自国の利益を顧みて,他の国を排除または犠牲にすることは避けがたい｡
しかし,中｡日｡韓｡印,特に中日両国が,東アジア経済圏構想を促進する際には,異なる点を残し
つつ,共通点を見出し,できるだけ乳株を避けて,互いに必要な譲歩をすべきであり,そうしなければ,
この構想の推進と実現の妨げになるであろう｡
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｢東アジア経済圏｣形成についての構想
図表2　アジアにおけるFTA交渉の現状
資料:中国社会科学院世界与経済研究ホームペ-ジ(http://www.iwep.org.cn/chazuo/zgiq.pdf)
第4に,インドと韓国は,車･冒関係に対する緩衝作用を果たすことができ, ASEANは10+4の構
悲(東アジア経済圏構想)の中枢を形成することができる｡日韓の間での競争と排他意識はかなり強い
が,日中間に比べると,ずっと弱い｡前にも述べたように,日本は韓国の急速な経済発展とOECDの加
盟を承認したが,日本は今後の経済の強敵は韓国ではなく,中国であると考えている｡中国は過去26年
間で経済成長を遂げ,次第に日本に対する脅威となりつつある｡さらに,日本は経済大国であるが,政
袷,軍事では中小国である｡これに対して,中国は,経済は中小国であるが,政治,外交,軍事では大
国である｡従って,中国と日本のアジアにおける指導権争いの潜在的意識はかなり強い｡このため,韓
国,さらに現在中｡日｡韓に対しては何ら政治,経済,軍事的な脅威にならないインドが,緩衝国と協
調国の役割を演じる必要がある｡
ASEANについては,大いに活躍することを期待したい｡ ASEANIOカ国は同床異夢であって,決し
て一枚岩ではないものの, ASEANは1967年の設立から現在までの37年を経て,基本的に, 1つの体
制と有機的な組織が形成されている｡国際実務に関わる上で,政治,経済,外交,軍事のいずれの面で
ら,一挙手一投足が影響力をもち,無視できない力を形成するに至っているのである｡従って, ASEAN
は東アジア経済圏を構築する過程にあっては, 1つの集合体として間違いなく中枢的な力を形成するこ
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とができるであろう｡ (図表2参照)
実際のところ, 13年前に東アジア経済圏構想が打ち出されたときには,賛成者は少なかったが,現在
では反対者が非常に少ない｡このことからも分かるように,地域経済の一体化は大勢の赴くところであ
る｡東アジア経済圏は欧州連合のアジア版となるのか,この経済圏を欧州連合のように発展させる必要
はあるのか｡これらは世界,とりわけアジア諸国が関心を寄せる課題である｡
7.結び
アジア諸国はもとより経済貿易協力を強化し,地域経済の一体化を発展させる必要がある｡ 4つの1
+10構想(東アジア経済圏構想)の実現は,二国間経済貿易協力と多国間経済貿易協力の最終目標であ
る｡ 4つの1+10構想の実現は, 4+10構想を実現させる効果的な道であり,保証である｡アジア地域
経済貿易協力の強化と最終的な4+10構想の実現は,アジア諸国の21世紀上半期に実現するに違いな
い壮大な願いである｡
注
1インドネシアは44,047億円,日本の対ASEAN全体投資の38.3%を占める｡シンガポールは24,301億円で
21.1%を占める｡タイは21,020億円で18.3%を占める｡マレーシアは13,811億円で12.0%を占める｡フィ
リピンは9,855億円で8.6%を占める｡ベトナムは1,562億円で1.4%を占める｡またブルネイは399億円で
0.3%を占める｡一日本財務省より
2　タイは29,632億円で22.1%を占める｡マレーシアは27,790億円で20.7%を占める｡インドネシアは
25,538億円で19.0%を占める｡シンガポ-ルは24,013億円で17.9%を占める｡フィリピンは18,757億円
で14.0%を占める｡ミャンマーとインドシナ3国は6,320億円で4.7%を占める｡ブルネイは2,298億円で
1.7%を占める-日本財務省『貿易統計』より
3　2001年にASEANが受け入れた海外ODAはそれぞれ:日本が60.1%,米国が5.2%,オランダが5.5%,
オーストラリアが4.9%,ドイツが3.8%,その他の国が17.4%である.一方,日本の全世界でのODA分布国
は: ASEANが28.3%,中国が9.2%,その他のアジアの国が19.1%,アフリカが11.4%,中南米が9.9%,
その他の国と地域が22.0%となっている｡ -日本外務省より
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